
１　職員の任免及び職員数に関する状況

(1) 職員の採用の状況

　令和３年度の新規採用者は13人で、職種別の内訳は下記のとおりです。

(2) 職員の退職の状況

　職員の定年等に関する条例により定年年齢は60歳とし、定年に達した日以後における最初

の３月31日に退職することとしています。令和３年度における退職者数は、定年による退職

と定年前の自己都合等による退職を合わせて15人です。定年退職と定年前退職の内訳は下記

のとおりです。

(3) 職員の再任用の状況

　令和３年度における再任用者は５人で、新規再任用者と任期更新者の内訳は下記のとお

りです。

(4)　職員数の状況

　令和３年及び令和４年の各年の４月１日現在の部門別職員数の状況と令和４年度の職員

数の主な増減理由、年齢別職員構成の状況は下記のとおりです。

　ア 部門別職員数の状況と主な増減理由 （各年４月１日現在）

（注）１　職員数は教育長を除く一般職に属する職員数で、休職者や派遣職員を含み、臨時及び非常勤
　　　　職員は除いています。
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計です。
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　イ 年齢別職員構成の状況（4年4月1日現在）

　

　　ウ　職員数の推移

（単位：人・％）

（注）１　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

２　職員の給与の状況

　令和３年度における普通会計の決算による人件費の状況は、以下のとおりです。

(１)　総括

　ア　 人件費の状況（普通会計決算）
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　 　イ　職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。

      ２　職員数は、3年4月1日現在の人数です。

　ウ　ラスパイレス指数の状況（各年4月1日現在）

（注）１　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構

　　　　成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を100とし

　　　　て計算した指数

　　　２　本町は、地域手当支給対象団体ではなく支給実績もありません。

　　　３　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。

　エ　給与制度の総合的見直しの実施状況について

①給料表の見直し

［　実施　　未実施］

　実施内容（平均引下げ率【2.17％】、実施時期【平成27年4月1日】、経過措置の有無等具体的な内容【経過措置

　　　　　　有、国に準拠】）

②その他の見直し内容

職員数
区分

給　 料Ａ 職員手当

千円 千円

1,108,592
３年度

　　　　　千円人

698,932 276,433

給与費 B/A

133,227

千円

200

千円

期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ

5,543

一人当たり給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手当の支給割
合の見直し等に取り組むとされている。

・管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施（平成27年4月1日）
・単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施（平成28年4月1日）
・扶養手当について、国と同様に見直しを実施（平成29年4月1日）
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(２)　職員の平均給与月額、初任給等の状況

　 　ア 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（4年4月1日現在）

　　　　  (ア)　一般行政職

歳 円 円

　　　　 （イ)　技能労務職

歳 円 円

 （ウ)　教育職

歳 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、4年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

　　　２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべ

　　　　ての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。

イ　職員の初任給の状況（4年4月1日現在）

円

円

円

円

ウ　職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（4年4月1日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

区　　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

松前町 340,087

技能労務職

151,353

128,249

183,111

高　校　卒

高　校　卒

―

経験年数15年

―

経験年数20年

316,233 ―240,697

高　校　卒 243,109

平均給料月額 平均給与月額

392,678

松前町

312,338

松前町

124,432

大　学　卒

区　　　　分

区　　　　　分

経験年数10年

43.6

平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

松前町 313,13043.1

区　　分

区　　分 平均年齢

270,519

中　学　卒

大　学　卒

中　学　卒 ―

47.8 267,105 287,650

技能労務職

一般行政職

一般行政職

―
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(３)　等級及び職制上の段階ごとの職員数

行政職給料表

技能労務職給料表

調理員

（人）

25.0%

13人

主事

1人 1人 25.0%

（段階）職名 （人） （人）

１級

保育士

主任保育士

職員数合計 職制上の段階

（人） （％）

- -

3人

２級 相当の知識を必要とす 25人 11.7%

内訳

（％）

30人
課長補佐級

技能労務職

部長級

（段階）

技能労務職員の職務

職制上の段階

（人） （％） 職名 （人）
標準的な職務内容

職員数合計

課の事務の統括補佐

保育所長 4人

内訳
区分

区分 標準的な職務内容

課の事務の統括 16人 7.5%６級

1人

75.0%

1人

5人 2.3%

7.5%16人

（％）

3人

１級 定型的な業務 40人 18.8% 主事 21人

65人 30.5% 主事級

技師 3人

保健師 2人

栄養士 1人

保育士

17人

る業務 技師 1人

保健師 1人

4人

教諭 2人

３級 極めて高度な知識を必 58人 27.2% 主任

58人 27.2% 主任級

要とする業務 主任技師 1人

主任保健師 7人

主任栄養士

係の業務の管理処理 39人 18.3% 係長 32人

35人

３級

-

3人 75.0%

事務局長

0人

12人

主任教諭 3人

４級

５級

主幹保育士 3人

幼稚園長 2人

２級

局長補佐 1人

課長級

技監 1人

14.1% 課長補佐 25人

30人 14.1%

14人

局長

７級 部の事務の統括 5人 2.3% 部長

2級の職務の者で任命
権者が認める技能労務
職員の職務

相当の技能を必要とす
る技能労務職員の職務 - - -

3人

園務員

担当係長 2人 係長級
39人 18.3%

2人

課長
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(４)　一般行政職の級別職員数等の状況

　ア　一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（4年4月1日現在）

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

（注）１　松前町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です（再任用職員は除く。）。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

 　　 ３　構成比は小数第２位で四捨五入しているため、各区分の合計は 100.0％にならない場合もあります。    

  

１級

５級

25 人

19 人

22.6 %

職員数

3.8 %

15 人

320,796

標準的な職務内容

６級

主事

７級

386,121

25 人

11.3 %

364,714 447,124

10.5 %

２級

265,521

412,25114 人

18.8 %

18.8 %

課長

課長補佐

部長

４級

30 人

5 人

主事

１号級の給料月額構成比

14.3 %

主任

291,148

232,657

394,965

最高号級の給料月額

305,721

351,750

248,838146,830

196,477

係長

３級

区分

14.3% 15.9%
7.6%

11.3% 6.8%

10.6%

22.6% 29.5%
31.8%

18.8%
18.9% 25.0%

18.8%
15.2%

12.1%

10.5% 9.8% 9.8%

3.8% 3.8% 3.0%
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２級

１級
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　イ　国との給料表カーブ比較表（行政職（一））（R4年4月1日現在）

　ウ　昇給への人事評価の活用状況

　人事評価を活用している

上位、標準、下位の区分

上位、標準の区分

　 標準、下位の区分

標準の区分のみ（一律）

(５)　職員の手当の状況
　 　ア　期末手当・勤勉手当

千円

（３年度支給割合） （３年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

　・役職加算　　５～15％ 　・役職加算　　５～20％

　・管理職加算　10～25％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

昇給実績が
ある区分

1.90

昇給可能
な区分

職制上の段階、職務の級等による加算措置

0.90

昇給可能
な区分

○

1,529

職制上の段階、職務の級等による加算措置

―

2.55

0.90

2.55

松前町

1.45

1.90

令和3年4月2日から令和4年4月1日までにおける運用

○

管理職員

○ ○ ○

一般職員

○

昇給実績が
ある区分

１人当たり平均支給額（３年度）

活用している昇給区分

国

1.45

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

国10級
松前町（R4）

国家公務員（R4)

昇 給

国９級

国８級

国・町７級

国・町６級
国・町５級

国・町４級

国・町３級

国・町２級

国・町１級
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【参考】勤勉手当への人事評価の活用状況

　人事評価を活用している

上位、標準、下位の成績率

上位、標準の成績率

　 標準、下位の成績率

標準の成績率のみ（一律）

　イ　退職手当（4年4月1日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特例措置（2％～20％加算） 定年前早期退職特例措置（2％～45％加算）

１人当たり平均支給額　　　　

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、３年度に退職した職員に支給された平均額です。

　ウ　特殊勤務手当（4年4月1日現在）

千円

　円

　％

　エ　時間外勤務手当
千円

千円

千円

千円

管理職員

○

39.7575

19.6695 24.586875

一般職員

支給可能
な成績率

支給実績が
ある成績率

○

支給可能
な成績率

○

○

令和３年度中における運用

○

47.709

24.586875

33.27075

47.709

47.709

28.0395

19.6695

○

33.27075

活用している成績率

伝染病防疫作業に従事した職
員

支給実績（３年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（３年度決算）

職員１人当たり平均支給年額（２年度決算）

行旅病死人の処理作業に従事
した職員

54,667

58,201

動物死体の処理 千円

伝染病患者等の救護、
伝染病菌付着物処理等

支給実績（３年度決算）

伝染病防疫手当

手当の名称

4

野犬の捕獲野犬の捕獲等に従事した職員

動物の死体の処理作業に従事
した職員

主な支給対象職員 支給実績（３年度決算）

(死体処理)
日額　3,000円
(傷病者の救急等)
日額　1,000円

手当の種類（手当数）

職員１人当たり平均支給年額（３年度決算）

日額　　500円

支給実績（２年度決算）

374

職員全体に占める手当支給職員の割合（３年度）

375

支給実績が
ある成績率

主な支給対象業務

21,206千円

行旅病人の救急、行旅
死人の処理作業

行旅病死人処理手当

左記職員に対する支給単価

47.709

日額　　700円

松前町 国

47.709

28.0395

1,737千円

0

千円

千円

2.7

39.7575 47.709

91

18,417

日額　　500円

111

千円

動物死体処理手当

野犬取扱手当 20

0
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　オ　その他の手当（4年4月1日現在）

（６）　特別職の報酬等の状況（4年4月1日現在）

円

円

円

円

円

月分

月分

　　（算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

　給料月額×在職月数×0.46 19,077,120円 任期満了後

　給料月額×在職月数×0.27  8,890,560円 任期満了後

(注) １　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額です。                         

　　 ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期

　　　 （４年＝48月）勤めた場合における退職手当の見込額です。                                 

千円360

千円

42

524

108

千円

686,000

380,000

310,000

290,000

千円

千円

千円

3.35

3.35

864,000

307

・子　　　　　　　　　　　10,000円
・子以外　　　 　　　　　　6,500円
・満16歳年度始めから満22歳年度末
　までの子１人につき　 5,000円加算

269千円

支給職員１人当たり

手　当　名

（３年度決算）

支給実績
国の制度
との異同

（３年度決算）

給 料 月 額 等

千円

14,463

23,904

異

同

議 員

　　（３年度支給割合）

議 長

　　（３年度支給割合）

期
末
手
当

報

酬

町 長

議 員

副 議 長

副 町 長

区 分

副 町 長

町 長

議 長

退
職
手
当

同

千円

18,925

千円

5,550 千円

千円

303

副 議 長

同

管理職手当

　管理職手当を支給される職員が週休
日等に勤務した場合に支給（職責に応
じて6,000円～12,000円/1回の定額。6
時間を越える場合は加算あり。）

管理職員特別
勤務手当

副 町 長

町 長

通勤手当

同

・借家（月額12,000円を超える家賃
　を支払っている者）
　　　　　　　　　　27,000円を限度

・交通機関利用者（運賃等相当額）
　　　　　　　　　　55,000円を限度
・自動車等の利用者（通勤距離２ｋｍ
　以上の者の通勤区分に応じ）
　　　　　2,000円～31,600円を限度

扶養手当

　管理又は監督の地位にある職員に対
して支給（給与月額に100分の25を超
えない範囲で職責に応じた一定率を乗
じた額）

住居手当

単身赴任手当

　転勤等により単身で生活することが
常況となった職員　　　月額30,000円
（配偶者の住居との距離に応じ加算あ
り。）

同 360

借家(月額
16,000円を超え
る家賃を支払っ
ている者)
28,000円を限度

国の制度
と異なる
内　　容

内容及び支給単価 平均支給年額
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(７）公営企業職員の状況

　ア　水道事業

  　　(ア)　職員給与費の状況

　ａ　決算

（注）１　資本勘定支弁職員に係る給与費は含まない。

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。

      ２　職員数は、４年３月３１日現在の人数である。

　(イ)　職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（4年4月1日現在）

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

　(ウ)　職員の手当の状況

　ａ　期末手当・勤勉手当

※一般行政職と同様のため省略

　ｂ　退職手当（4年4月1日現在）

※一般行政職と同様のため省略

　ｃ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）１　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

　　　２　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（３年度決算）」と同じ年度の４月１日現

　　在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、

　　短時間勤務職員を含みます。

職員給与費

千円

％

める職員給与費比率

総費用に占める

職員給与費比率

　　　　　　Ｂ／Ａ

　実質収支

7.57

1,039

6,150

944

支給実績（２年度決算）

1,888

300,167 492,167松 前 町 42.3

区　　分

22,426

　　　　千円

支給実績（３年度決算）

職員１人当たり平均支給年額（２年度決算）

4 13,755 3,719

職員１人当たり平均支給年額（２年度決算）

Ｂ　

23,624

千円

平均年齢 平均月収額

給　　　　　　　与　　　　　　　費

　　　　　千円

　　　給与費 B/A

5,906

基本給

純損益又は

人

　　計　Ｂ

千円

総費用
区　分 ２年度の総費用に占

4,155

一人当たり

期末・勤勉手当

5.14

　　　　千円 ％　　　　千円

Ａ  

３年度

３年度

区　分

千円

職員数

△ 23,572

給　 料 職員手当

436,300

Ａ

（参考）
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　(エ)　その他の手当（令和4年4月1日現在）

　イ　下水道事業

  　　(ア)　職員給与費の状況

　ａ　決算

（注）１　資本勘定支弁職員に係る給与費は含まない。

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含みません。

      ２　職員数は、４年３月３１日現在の人数です。

　(イ)　職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（4年4月1日現在）

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

　(ウ)　職員の手当の状況

　ａ　期末手当・勤勉手当

※一般行政職と同様のため省略

　ｂ　退職手当（4年4月1日現在）

※一般行政職と同様のため省略

千円

千円

218 千円

199 千円

24

355

（３年度決算）

手　当　名 内容及び支給単価

支給実績 支給職員１人当たり

（３年度決算） 平均支給年額

・子　　　　　　　　　　　10,000円
・子以外　　　 　　　　　　6,500円
・満16歳年度始めから満22歳年度末
　までの子１人につき　 5,000円加算

653 千円

住居手当
・借家（月額12,000円を超える家賃
　を支払っている者）
　　　　　　　　　　27,000円を限度

397

扶養手当

千円

千円

千円

同

国の制度
との異同

通勤手当

管理職手当 同

異

72

　管理又は監督の地位にある職員に対
して支給（給与月額に100分の25を超
えない範囲で職責に応じた一定率を乗
じた額）

709

同

・交通機関利用者（運賃等相当額）
　　　　　　　　　　55,000円を限度
・自動車等の利用者（通勤距離２ｋｍ
　以上の者の通勤区分に応じ）
　　　　　2,000円～31,600円を限度

３年度
　　　　千円 　　　　千円　　　　千円 ％

区　分
総費用

純損益又は
職員給与費

総費用に占める

２年度の総費用に占

Ａ  Ｂ　 　　　　　Ｂ／Ａ める職員給与費比率

　実質収支 職員給与費比率

％

461,295 67,471 28,881 6.26 7.40

一人当たり

Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　Ｂ

4 18,008 1,459 6,336

区　分
職員数 給　　　　　　　与　　 　　　　　費

25,803

区　　分 平均年齢 基本給 平均月収額

３年度
人 千円 千円　　　　　千円 千円

松 前 町 44.8 380,167 537,563

借家(月額
16,000円を超え
る家賃を支払っ
ている者)
28,000円を限度

千円

6,451

国の制度
と異なる
内　　容

　　　給与費 B/A

（参考）　
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　ｃ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）１　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

　　　２　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（3年度決算）」と同じ年度の４月１日現

　　在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、

　　短時間勤務職員を含みます。

　(エ)　その他の手当（令和4年4月1日現在）

（３年度決算）

支給実績

職員１人当たり平均支給年額（２年度決算） 221

手　当　名 内容及び支給単価
国の制度
との異同

支給実績（３年度決算） 171

職員１人当たり平均支給年額（３年度決算） 57

支給実績（２年度決算） 884

扶養手当

・子　　　　　　　　　　　10,000円
・子以外　　　 　　　　　　6,500円
・満16歳年度始めから満22歳年度末
　までの子１人につき　 5,000円加算

同 240 240 千円千円

（３年度決算）

千円

千円

・借家（月額12,000円を超える家賃
　を支払っている者）
　　　　　　　　　　27,000円を限度

異 264 千円

　管理又は監督の地位にある職員に対
して支給（給与月額に100分の25を超
えない範囲で職責に応じた一定率を乗
じた額）

同 709 千円 355

・交通機関利用者（運賃等相当額）
　　　　　　　　　　55,000円を限度
・自動車等の利用者（通勤距離２ｋｍ
　以上の者の通勤区分に応じ）
　　　　　2,000円～31,600円を限度

同

千円

通勤手当

国の制度
と異なる
内　　容

住居手当

借家(月額
16,000円を超え
る家賃を支払っ
ている者)
28,000円を限度

264

74 千円 37

支給職員１人当たり

平均支給年額

管理職手当
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３　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

（１）勤務時間の状況（４年４月１日現在)

※　公務の運営上の事情等により特別の形態によって勤務する必要のある職員を除きます。

（２）休暇

有
給
休
暇

年次有給休暇 法定休暇
１年につき20日(前年からの繰越
の上限が20日のため、最高40日)

介護を必要とする一の継続する状
態ごとに、３回を超えず、かつ、
通算して６月を超えない範囲内に
おいて必要と認められる期間

介護時間

無
給
休
暇

種類 休暇の概要、取得要件等

（主な休暇）
・産前休暇
　８週間以内に出産する予定の女
 性職員が申し出た場合に出産の
 日まで
・産後休暇
　出産の日の翌日から８週間
・忌引休暇
　配偶者の場合　７日　など
・結婚休暇
　連続する５日の範囲内
・夏季休暇
　一の年の７月から９月の期間の
 連続する３日の範囲内

結婚、出産、交通機関の自己その
他の特別な事情により職員が勤務
しないことが相当である場合

病気休暇
負傷又は疾病のために療養する必
要がある場合

・公務災害通勤災害の場合は、必
 要と認められる期間
・結核性疾患については１年、そ
 の他の負傷又は疾病については
 90日を超えない範囲で必要と認
 められる期間

特別休暇

介護休暇
負傷、疾病又は老齢により、２週
間以上にわたり日常生活を営むの
に支障があるものの介護をする場
合

休憩時間 週休日

38時間45分 ７時間45分 8時30分 17時15分 12時～13時 土・日曜日

１週間の勤務時間 １日の勤務時間 始業 終業

介護を必要とする一の継続する状
態ごとに、連続する３年の期間内
において、１日につき２時間を超
えない範囲内において必要と認め
られる時間

取得可能日数等
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４　職員の分限及び懲戒処分の状況

（１）分限処分

（注）１　地方公務員法に基づく分限処分に付された者の状況を示しています。

　　　２　２以上の理由により分限処分に付された場合は、主たる処分事由により計上しています。

（２）懲戒処分

（注）１　地方公務員法に基づく懲戒処分に付された者の状況を示しています。

　　　２　２以上の理由により懲戒処分に付された場合は、主たる処分事由により計上しています。

５　職員の休業及び服務の状況

（１）年次有給休暇

令和３年中１人当たり取得日数 8.8日 （令和３年１月１日～令和３年12月31日）

消化率

（２）育児休業などの取得状況

育児休業取得者数

育児短時間勤務者数

部分休業取得者数

育児のための早出遅出勤務取得者数

深夜勤務及び時間外勤務の制限及び

免除請求者数

0

0

0

0 0

0

0

0 0

0 8

0 6

0 1

うち新規取得者数

うち新規取得者数

うち新規取得者数

うち新規取得者数

うち新規取得者数

0

0

0

0

0

合計 2 0 1 2 5

2

全体の奉仕者たるにふさわしくない非
行のあった場合

第29条第１項第３号 0 0 0 0 0

0
職務上の義務に違反し又は職務を怠っ
た場合

第29条第１項第２号 2 0 0

合計

法令に違反した場合 第29条第１項第１号 0 0 1 2 3

免職処分事由 地方公務員法 戒告 減給 停職

区分 男性 女性 合計

0

合計 0 0 4 0 4

失職した場合 第28条第４項 0 0 0 0

0

刑事事件に関し、起訴された場合 第28条第２項第２号 0 0 1 0 1

職制、定数の改廃、予算の減少により
廃職、過員を生じた場合

第28条第１項第４号 0 0 0 0

0

心身の故障の場合
第28条第１項第２号
第28条第２項第１号

0 0 3 0 3

勤務実績が良くない場合
職に必要な適格性を欠く場合

第28条第１項第１号
第28条第１項第３号

0 0 0 0

合計降給休職免職

(単位：人)

22.70%

降任処分事由 地方公務員法

1

6

8

0

0

0

0

0

0

0

(単位：人)

(単位：人)
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６　職員の研修及び人事評価の状況

（１）研修の状況（令和３年度）

（２）職員の人事評価の状況

　地方公務員法に基づき、定期的に人事評価を行い、賞与及び昇給・昇任・昇格などに

反映しています。

（ア）昇給への反映

※は55歳以上の職員に適用する。

（イ）賞与への反映
勤務成績 特に優秀 優秀 良好 良好でない

良好でない

８号給
※　２号給

６号給
※　１号給

４号給
※　昇給なし

２号給
※　昇給なし

昇給なし

新規採用職員研修、接遇研修 89

その他 1障害者職業生活相談員資格認定講習

勤務成績 極めて良好 特に良好 良好 やや良好でない

新規採用職員研修、令和２年度採用
職員研修

※　新型コロナウイルス感染症の感
染拡大による派遣中止

成績率
100分の115以
上100分の190
以下

100分の103.5
以上100分の
115未満

100分の92 100分の92未満

昇給幅

課題研修 松前町役場

区分 研修実施機関 研修名等

13

階層別研修

愛媛県研修所

愛媛県町村会

市町課長研修、市町係長研修、市町
中堅職員研修

愛媛県研修所

地方自治法講座、女性キャリアデザ
イン講座、住民ニーズ調査、問題発
見・解決能力講座、マネジメント能
力講座、政策評価実践講座、タイム
マネジメント講座、コーチング講
座、文章力基礎講座　ほか

愛媛県研修所　等
危機管理講座、アサーティブコミュ
ニケーション講座、土地調査員研修

市町村アカデミー

全国市町村国際文
化研修所

3

0

0

45

21

参加者数

派遣研修

(単位：人)
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７　職員の福祉及び利益の保護の状況

（１）職員の健康保持、疾病予防対策（令和３年度）

　職員の健康保持と疾病予防のため、労働安全衛生法等に基づき、健康診断、メンタルヘル

ス対策等を実施しています。令和３年度に実施した主な事業は、以下のとおりです。

（２）福利厚生に係る負担状況（令和３年度）

互助会への公費負担の状況（普通会計決算）

（注）職員の福利厚生事業を行うために加入している（一財）愛媛県市町村職員互助会への公費負担額です。

（３）公務災害の状況（令和３年度）

　公務上の災害又は通期による災害に対する補償等については、地方公務員災害補償基金

愛媛県支部が実施しています。

（４）勤務条件に関する措置の要求等の状況（令和３年度）

　職員は、給与、勤務時間その他の条件に関し、公平委員会に対して、地方公共団体の当局

により適切な措置が執られるべきことを供給することができるとされています。

　令和３年度措置要求件数 ０件

（５）不利益処分に関する審査請求の状況（令和３年度）

　職員は、懲戒処分等その意に反すると認められる不利益な処分を受けた場合は、公平委員

会に対して、不服申立てをすることができるとされています。

　令和３年度申立件数 ０件

（６）苦情の処理の状況（令和３年度）

　人事委員会は勤務条件に関する措置の要求及び審査請求に関する不服申立てのほか、職員

の苦情を処理することとなっています。

　令和３年度処理件数 １件

公費負担率

認定件数

公務災害 通勤災害

0 0

50%

7千円

1,436千円公費負担額

職員1人当たりの公費負担額

(単位：件)

健康診断 定期健康診断、ストレスチェック、がん検診、人間ドック

メンタルヘルス対策
愛媛県と市町との連携によるメンタルヘルス相談事業への参加、産業医
による健康相談

事業区分 事業の概要
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８　職員の退職管理の状況

令和３年度末に定年退職した松前町職員の再就職状況を公表します。

定年退職者の概要

再就職の内容

合計 2

再就職先 人数

松前町再任用職員

松前町会計年度任用職員

非営利法人職員

営利法人職員

2

0

0

0

定年退職者 3
事業所等へ再就職した者

無職の者

2

1

(単位：人)
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